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西尾市（看護）小規模多機能型居宅介護整備事業者公募要領 

 

（趣旨） 

第１ 第９期西尾市高齢者福祉計画・介護保険事業計画に基づき整備する（看護）小規模多機能

型居宅介護の整備事業者を公平・公正に選定するため、この要領の定めるところにより公募す

る。 

 

（公募するサービス） 

第２ 公募するサービスは、次のとおりとする。 

サービスの種類 整備数 登録定員 整備時期 日常生活圏域 

小規模多機能型居宅介護 

又は 

看護小規模多機能型居宅介護 

１事業所 ２９名以下 令和８年度末まで 西尾市全域 

 

（応募の要件） 

第３ 応募の要件は次のとおりとする。 

１ 応募資格 

（１） 法人格を有する者（病床を有する診療所の開設者が看護小規模多機能型居宅介護に応募

する場合を除く。）  

（２） 介護保険法(平成９年法律第123号)第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１２第２

項各号に該当しないこと。 

（３） 法人の役員（就任予定者含む）等が、西尾市暴力団排除条例（平成 23年西尾市条例第

77号）で定める暴力団員でないこと。 

（４） 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続き開始の決定、民事再生法（平

成11年法律第225号）に基づく再生手続き開始の決定を受けていないこと。 

２ 土地 

（１） 建設用地については、原則として事業者の所有とすること。 

ただし、次の要件を全て満たす場合に限り、建設用地の貸与を受けることができる。 

 ア 貸与を受ける土地について、予め抵当権等の事業存続に支障となるような権利が設定さ

れていないこと。 

 イ 事業の存続に必要な期間の地上権または賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。 

ただし、国または地方公共団体からの貸与の場合はこの限りではない。 

（２） 各種法令や条例等により土地利用等が制限されている場合、認可等により事業が開始

できる土地として利用が可能であること。 

（３） 各種法令で定められている土砂災害警戒区域、浸水想定区域、津波災害警戒区域等、

災害による被害が想定される区域については、極力避けること。 

３ 建物及び設備 

（１） 事業者の所有とすること。 

（２） 感染症予防に配慮した構造及び設備を有すること。 

（３） 防災対策及び防火対策に配慮した構造及び設備を有すること。 
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４ 基準等の遵守 

（１） 西尾市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成25年条例第 2号）及び西尾市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成 25年条例第 3号）で定める基準を満た

していること。 

（２） 前号に定める基準のほか、関係法令（介護保険法、労働基準法、建築基準法、都市計

画法、消防法等）及び条例等を遵守するとともに、関係機関と十分な協議を行うこと。 

５ その他の要件 

（１） 令和８年度末までに整備が完了すること。 

（２） 西尾市、地域住民及び関係機関との連携及び協力に努めること。 

（３） 開設予定地の地元町内会、地域住民に十分な説明を行い、同意を得ること。 

（４） 西尾市介護サービス相談員の派遣を受け入れること。 

 

（補助金） 

第４ 整備費については、愛知県介護施設等整備事業費補助金交付要綱に基づき補助が受けられ

る場合がある。 

ただし、必ず補助が受けられるとは限らないため、補助が受けられなくても事業の実施が

可能となるように資金計画等を検討すること。 

   また、補助金の交付を受けて整備する場合、工事など開設までのスケジュールに制約があ

ることのほか、補助金の交付後、財産処分の制限等の条件が付される場合があることに留意

すること。 

 

（応募手続き） 

第５ 本公募の応募手続については、以下のとおりとする。 

（１） 応募件数は、１法人あたり１件とする。 

（２） 応募にあたっては、別表１に記載の書類を提出すること。 

   書類の提出にあたっては、別紙を参照の上、体裁を整えること。 

   なお、提出書類については、理由の如何を問わず返却しない。 

（３） 前号に定める書類のほか、西尾市が必要と認める場合、追加書類の提出を求める場合が

ある。 

（４） 質問については、期限までにメールで質問書（様式６）を提出すること。 

    なお、質問書が提出された場合、回答については、西尾市のホームページにおいて公表

する。 

質問書の提出先  

西尾市長寿課 メールアドレス choju-kyuhu@city.nishio.lg.jp 

（５） 資金計画書の作成にあたっては、土地・建物・備品の取得費用、当面の運転資金などを

総事業費として適切に見込むこと。 

また、自己資金と借入金ごとに金額を記載するとともに、借入金の借入予定先も記載

すること。 

収支計画書の作成にあたっては、事業開始後３年間分の計画を作成すること。 

数値の根拠（稼働率見込、平均要介護度、家賃・食材料費の設定金額、職員ごとの賃

金見込額等）を記載すること。 
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（６） 応募書類等の受付期限等及び問合先 

ア 申請書受付期間   令和７年１０月２０日から令和７年１０月３１日 

イ 申請書受付時間   午前８時３０分から午後５時まで 

※窓口受付のみ 

ウ 受付・問合先    西尾市長寿課給付担当 電話 0563-65-2119 

 

（事業者の選定） 

第６ 事業者の選定手続については、以下のとおりとする。 

（１）  選定方法 

期間内に提出された公募申請書及び添付書類により、書類審査を実施。 

その後、西尾市（看護）小規模多機能型居宅介護整備事業者審査委員会の審査結果に

基づき、市長が事業者を選定する。 

なお、サービスの種類を看護小規模多機能型居宅介護として応募する場合、選定の際、

加点を実施する。 

（２） 審査方法 

   ア 書類審査 

     提出書類をもとに、応募法人の応募要件の適否や必要事項を満たしているか等につい

て、審査。 

   イ 面接審査 

     書類審査のうえ応募要件等が満たされている場合、プレゼンテーション及びヒアリン

グによる面接審査を行う。 

     なお、プレゼンテーションについては、開設提案書に記載した内容から逸脱しない範

囲で説明すること。 

（３） 審査基準 

    審査基準については、別表２の項目に基づき、審査を実施する。 

 （４） 選定結果 

選定結果は、令和７年１１月までに文書で通知する予定。 

なお、決定事業者については、西尾市のホームページにおいて公表する。 

（５） その他 

ア 審査の結果、選定事業者なしとする場合がある。 

イ 事業者の応募がなかった場合及び選定事業者なしとなった場合、再度募集を行う場合

がある。 

ウ 事業者を決定した後、応募内容と実際の事業計画が異なる場合、事業者の決定を取り

消す場合がある。 

エ 選定の結果に対する異議の申し立て等は受け付けない。 

 

（スケジュール） 

第７ 公募スケジュールは次のとおりとする。 

（１） 公募要領の公表   令和７年９月１日 

（２） 質問書提出期間   令和７年９月１６日から令和７年９月２６日 

（３） 質問書への回答   令和７年１０月６日 

（４） 申請書受付期間   令和７年１０月２０日から令和７年１０月３１日 
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（５） 事業者審査委員会  令和７年１１月１０日 

（６） 結果通知及び公表  令和７年１１月 

 

（注意事項） 

第８ 応募に際しての注意事項は、次のとおりとする。 

（１） 提出書類については、具体的な内容を記載すること。例えば、事業の意思はあるが、

サービス開始に当たって必要な従事者、土地等の確保の見通しが立たない等の具体性の

ないものは、審査の対象としない。 

（２） 応募受付後に辞退する場合は、辞退届出書（任意様式）を提出すること。 

（３） 今回提出された一切の応募資料作成にかかる費用は、応募法人の負担とする。 

（４） 応募に係る用地等の権利者または地域住民等との間に生じた損害賠償等については、

応募法人の責任に帰する事項であり、当市はその責任を負わない。また、求償権の行使

についても同様とする。 

（５） 審査の結果、不採択になったことによる応募者の不利益について、西尾市は一切その

責を負わない。 

（６） 決定が取り消しとなったことによる事業者への不利益について、西尾市は一切その責

を負わない。 

 

（審査の打ち切り及び決定の取り消し） 

第９ 次に該当した場合には、審査の打ち切りまたは決定を取り消すことがある。 

（１） 提出書類に重大な不備や虚偽の記載があったと認められた場合や、ヒアリング等にお

いて虚偽の説明等を行ったことが判明した場合。 

（２） 本要領に違反または逸脱した場合。 

（３） 西尾市の承認なく、事業計画を大幅に変更した場合。 

（４） 重大な法令違反が発生・発覚した場合。 

（５） その他、市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと市長が認める場合。 

 

 

附 則 

１ この要領は、令和７年９月１日から施行する。 

２ この要領は、整備事業が完了した場合に限り、その効力を失う。
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別表１ 

西尾市（看護）小規模多機能型居宅介護整備事業者公募申請に係る提出書類一覧表 

№ 項目 内容 

１ 公募申請書 様式１ 

２ 開設提案書 様式２ 

３ 事業所整備概要 様式３ 

４ 施設の図面 配置図、各階平面図、立面図、部屋別面積表 

５ 開設予定地計画書 

①位置図（住宅地図等で図示）、公図 

②開設予定地の現況写真 

③土地・建物登記簿謄本（原本。新築予定の場合は建物については

不要。借地、借家の場合も提出すること） 

④土地売買承諾書・賃貸借承諾書の写し 

（用地を購入又は借地する場合） 

６ 代表者・管理者経歴書 様式４ 

７ 資金計画書 
募集要領第４及び第５（４）を参照のうえ、整備費補助金等を受け

られないものとして計画を作成すること。 
８ 収支計画書 

９ 借入金返済計画 

１０ 従事予定職員名簿 

従事する職務ごとに氏名及び資格を記載すること。 

今後採用する予定の場合は職員採用計画（従事する職務ごとの採用

予定人数、募集方法、募集時期等。） 

１１ 事業スケジュール 開設までに必要な手続き、資金調達、設計、工事等に係る日程表 

１２ 法人定款 最新のもの（原本証明をすること） 

１３ 法人登記簿謄本 公募申請前３か月以内に発行されたもの。 

１４ 法人概要 ①事業概要・事業経歴・事業実績  

②役員名簿兼欠格事項に該当しない旨の誓約書（様式５） 

１５ 財務諸表 

(貸借対照表、資金収支

計算書、事業活動収支計

算書、財産目録) 

直近３年分の決算書類 

（３年分ない法人にあっては、存するもの） 

資金収支計算書、事業活動収支計算書は内訳書も添付すること 

１６ 預金残高証明 直近月末のもの 
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別表２   西尾市（看護）小規模多機能型居宅介護整備事業者 審査基準 

 

項目 審査項目 審査基準 

１ 
運営理念 

基本方針 

開設する目的及び理由。 

事業運営に関する目的及び運営方針。 

２ 地域等との連携・協調 

家族、地域住民、ボランティア団体等との連携。 

関係機関との連携及び協力の取り組み。 

協力医療機関との連携。 

３ 財務関係 
資金計画及び借入金返済計画。 

運転資金等の収支計画。 

４ 事業運営 

看護小規模多機能型居宅介護の場合、加点。 

事故及び虐待等の防止に関する体制の整備及び対策。 

利用者や家族からの意見、苦情及び相談等の体制の整備。 

サービスの質の向上に向けた取り組み。 

防災対策及び災害発生時における対策。 

感染症予防、衛生管理等に関する対策及び感染症発生時における対策。 

５ 職員体制 

人材確保対策及び採用方針に対する取り組み。 

職場環境の改善及び職員の研修体制等、職員の質的向上及び離職防止

等に向けた取り組み。 

６ 
施設整備面 

(立地状況等) 

土地の取得または賃貸借の見込み。 

関係法令の遵守及び許認可手続き等。 

土砂災害警戒区域、浸水想定区域、津波災害警戒区域等。 

７ 

施設整備面 

(建物構造・事業スケジ

ュール等) 

利用者、職員等の視点による施設構造。 

着工、竣工、開設までのスケジュール。 

８ 市内事業者 西尾市内に本社、支店営業所等を有する者。 
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別紙 

公募申請書提出にあたっての注意事項 

 

１ 提出書類は、別表１によることとし、正本１部、副本６部を提出すること。 

 

２ 提出書類は、Ａ４判とし、フラットファイルやバインダーなどを用いて綴ること。 

 

３ 副本は正本の写しとし、正本と副本の記載内容が異なることのないよう注意すること。 

 

４ 提出書類には通しのページ番号を付けること。仕切り紙等を用いる場合はページ数に含めな

いこと。 

 

５ 様式２「開設提案書」の記載にあたっては、適宜枠を拡張して記載して構わない。 


